
 0

 

 

「情報システムの進化と経済性評価について」                                                                
 
 

湯浅   忠 
 

 

 

目次  

 

はじめに 

 

Ⅰ部 情報システムの進化と経済性評価 －理論編－  

  

１．１  情報システムの進化 

１．２  情報システムの経済性評価の問題 

１．３  経済性評価の考え方  

 

  

Ⅱ部 事例研究の部  

 

２  事例研究  

２． １  中堅企業事例 １   －たねや－ 

２． ２  中堅企業事例 ２   －アートコーポレーション－ 

 

３  事例研究４： 大企業 Ｓ 社の生産システムの経済性評価  

３． １  情報ネットワーク経営と次世代生産システム 

３． ２  生産システム戦略とシステム要件 

３． ３  ＥＲＰ／ＳＣＭ生産システムの概要 

３． ４  経済性評価について  

３． ５  今後の情報システムの方向と経済性評価 

 

４  事例研究５： 顧客指向マーケティングシステムの経済性評価  

４． １  顧客満足度調査の分析 

４． ２  分析結果 

４． ３  顧客満足型マーケティングへのＩＴ活用 

４． ４  今後の情報システムの方向と経済性評価 

  

    ５  終りに 

 

       謝辞 

 

       参考文献 



 1

はじめに 

社会システム、経済システムは企業システムに大きく影響を及ぼし、企業の経営システムを形成し

てきた。新しい経営手法が導入され、経営システムを支える情報システム（以下Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｓｙｓ

ｔｅｍ：ＩＳ）は企業を取り巻く環境、企業組織の成長と情報技術（以下Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ：

ＩＴ）の技術革新によって成長進化を続けており、企業間の競争に使われ、経営戦略に直結する経

営リソースになって来た。今日のＩＴ経済社会の中、ＩＳは高度化・複雑化・広範囲化の進化にしたが

って、システムに関与する企業内外の利用人口、及びシステム構築と運用にかかわるシステムの提

供側人口も増大の一途を辿っている。最近の主流であるカストマー・リレーションシップ・マネジメント、

サプライ・チェーン・マネジメント、及びナレッジマネジメントシステムは企業内外の利用者を巻き込ん

だシステムであり、組織と企業体質だけでなく、企業間連携、市場との接点にまで変化を及ぼしてい

る。経営戦略を融合的に支える情報戦略、戦略ゴールに向けた全社的に整合性のある企業情報

デザインに努力が払われ、システム構築が進められようとしている。 

システムの肥大化が進み、情報システム投資の増大は「ＩＴ投資の経済性評価をどのように考える

べきか」が問われている。現実は複雑化するＩＴをブラックボックスとしてみがちな経営者層、システム

の稼動後の効果までは責任を持ちたがらないシステム部門、費用対効果に無関心な利用部門とい

うのが現状ではなかろうか。現在のＩＳはすべての分野を一元的な手法・公式で経済性評価を判断

することはもはや不可能に近い。 

今回、ＩＳの進化とその評価上の問題点をまとめたうえで、経済性評価に関する伝統的な考え方

を整理した。ＩＳを経済性評価の側面から効果として証明するために、評価モデルの複雑度の軸と

効果が表れる時間軸上に証明可能領域、中間領域、そして不可能領域と大きく３分類した。 

現在のＩＳはこのうち、中間領域に属するものが最も多く、その経済性評価を行うにはまず、経営

者、利用側、提供側の３者が合意形成の概念に立ち、経営管理において戦略レベルの数値指標

を起点として、戦略推進要因の構造的な推進関係を組み立て、機能・組織を下位レベルに展開を

行い、各々に管理・統制指標の設定をする。日常のオペレーションにおいて、モニター情報を収集

し、フィードバックさせ、予実差異に対するアクションに結びつける。このプロセスサイクルのＰＤＣＡの

繰り返しが経営戦略数値指標の達成に貢献する。したがって経済性評価はこの数値指標の達成

度を測定することにより，評価可能であることを指摘した。 

事例研究の部では中堅・中小企業の２社の事例、グローバルレベルで世界標準システムのＳＣＭ

を展開している大企業、そして顧客志向、満足型マーケティングに情報共有からナレッジマネジメン

トシステムに挑むソリューション・プロバイダーの事例を取り上げ、ＩＳと経済性評価の関係を考察した。

経済性評価は経営戦略と情報戦略が整合・同期化していること、ＩＳの大部分を占める中間領域分

野の経済性は、合意形成と機能・組織上のビジネスプロセスのＰＤＣＡによる数値指標の達成度評

価が経済性評価につながることを証明したので報告する。 

 

Ⅰ部 情報システムの進化と経済性評価   －理論編－  

１．１  情報システムの進化 

ＩＳの進化は、社会・経済・技術システムの変化発達と企業システム、組織の成長、経営環境の問題等が大

きく外的要因であり、対応するＩＴ革新、すなわち情報処理基盤技術、通信技術、利用技術の技術革新等の

要素によって、相互に干渉をし合いながら行われてきた。この組織の成長とＩＳの相互の関係と過程について

整理する。 
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ＩＳは組織の発展・成長に伴って進化する。花岡１）が紹介するクレナーの企業発展５段階説によ

ると組織は時間の経過とともに成長する（表１．１）。発展過程の第１段階は組織が小規模な段階で

ある。マネジメントよりも市場に直結したかたちで、組織は創造性によって進化するという。 

        

 

 

 

 

 

やがてインフォーマルコミュニケーションが行き詰まり、リーダーシップが欠如するようになり、組織は危機を迎え

る。この危機を経営管理システムの標準化によって第２段階に入る。 

第２段階の組織は、集権的なリーダーシップのもとで、事業が拡大し、進化するが拡大するにつれて過度な

集権制に陥る危険が生まれ、個々の組織の自主性が損なわれ、内部管理に関心が過度に集中するようにな

る。権限委譲という変革によって組織は第３段階に入る。 

 ネットワークによる分散・統合

化 

通信技術・マルティメディア ソフトウエア生産・利用技

術 

主要構成要素 

 

発展段階 

ネットワークコンピューティン

グ、クライアント／サーバー、

通信、インターネット、オープ

ン化 

オープンシステム、図表・

音声・画像を含む情報シス

テム 

 

エンドユーザーコンピュー

ティング、利用技術、ミドル

ウエア、ＥＲＰ、グループウ

エア 

第１段階：インフォーマル

コミュニケーションのいき

ずまりとリーダーシップ欠

如 

電子メールの活用などによる

組織内の上下左右のコミュニ

ケーションが円滑になる。 

多様な経営管理資料の作

成・管理が容易になり組織

の実態が遅滞なく把握でき

るようになる 

環境変化に対応して情報

システムの改善が可能にな

りＩＴの自主利用ができる。 

第２段階：内部組織の自

主性の喪失と内部管理

への関心の集中 

情報システムの一元管理が

可能になりデータベースの最

適な分散共有ができる 

多様な情報をデータベー

ス化できドキュメント管理が

容易となりシステムの硬直

化が防止できる 

アプリケーションソフトウエ

アにより、早期稼動、即効

性が期待出来る。プロセス

の可視化ができる 

第３段階：部門間の利害

調整と経営者の意識 

分散システムの導入による管

理の分散化が容易になる部

門間のコミュニケーションが改

善 

データベースの階層化によ

って必要な情報の入手が

容易になり効果的な意思

決定システムが構築 

自部門内で必要なソフトウ

エアを自主的に導入可能 

第４段階：形式主義によ

る複雑化と肥大化 

クライアント／サーバーのイン

フラにより、部門管理の強化

と情報共有が可能 

データベース階層化によっ

て情報管理と一覧性のあ

る可視化情報の提供 

経営・管理者層が必要に

応じて組織内外の情報を

収集・加工が可能 

第５段階：組織のバーチ

ャル化への対応欠如 

多様に変化する内外の環境

変化に対して遅滞なく情報シ

ステムを整備する 

外部のネットワーク接続に

よって多様な情報を収集

可能 

通信・大容量化 

利用者側のニーズに即応

して柔軟対応が可能で開

発、運用が可能 

表 １ ． １  企 業 発 展 段 階 と 情 報 シ ス テ ム    

出典）花岡 菖 『情報化戦略』Ｐ３３～Ｐ３４を合成し、オープン化、利用技術につい

て加筆 
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権限の委譲によって業積は拡大するが、組織が肥大するために全体としての制御がしにくくなり、

部門間の対立も生じる。ここに第３段階の危機がある。この危機は調整と管理の一元化という変革

によって第４段階に進む。 

第４段階に入った企業は、製品別組織の採用、スタッフ機能の充実、総合的経営計画の立案、

資産の一元管理などによって進化する。やがて形式主義による複雑化、怪奇化、肥大化が進み危

機を迎える。この危機を協力関係の強化という変革によって次の５段階に進む。 

この５段階は、企業の規模、成長度、成熟度などによって多様に変化するが企業化精神と協力

によって組織は進化を続ける。組織発展に伴って、経営、経営管理があり、ＩＳ、ＩＴ技術革新に支え

られてきた。経営管理ツールとしてＭＩＳ、ＣＩＭ、ＳＩＳの潮流と現在主流のＥＲＰ管理、ＳＣＭ，ＣＲＭ、

ＰＤＭのＩＳソリューション群はさらにＩＴ進化とＩＳの成長を続けている。組織発展段階とＩＴの関係をネ

ットワークによる分散・統合化、通信・マルティメディア、ソフトウエア生産技術の３つの角度から説明

した花岡１）に加筆したのが表１．１である。 

ネットワークによる分散・統合化の進化は組織内コミュニケーションの円滑化、ＩＳの一元管理の円

滑化、データベースの効果的・最適配置、クライアント・サーバーシステムによる部門中心の自主的

運用と管理、情報共有化の促進を促している。さらにイントラネット、エキストラネットのインターネット

技術は地理的遠近、時間的差異、国境、組織を超越したコミュニケーションの円滑化を促進してい

る。 

通信・マルティメディア技術の進化はメディア活用による多様な企業外のデータを含む、経営資

料の作成と管理の容易化、硬直化の防止、一覧性のある情報の提供、外部ネットワークとの接続の

容易化などの方向に貢献している。 

ソフトウエア生産技術と利用技術は円滑なＩＳの開発と改善に自主利用を促す。この分野の技術

は経営意思決定、ビジネスプロセス上の必要とする情報の検索、データ・情報の可視化、リアルタイ

ム実態把握の容易化、社内外の情報の収集・加工に役立っている。 

 

１．１   情報システムの経済性評価の問題 

グローバルな経営環境とＩＴの急速な発達に伴い、ＩＳも高度化、複雑化が進んでいる。適用範囲

が従来の伝統的な企業のトランザクション処理だけでなく、グループウエアやワークフローによるコミ

ュニケーション、オフィスワークの業務まで広がりつつある。データベース化に伴って作業者階層に

おける定型的業務処理主体から経営者情報システム、意思決定支援システムなどの非定型的業

務処理にシフトしつつある。さらに工場、営業所サービス網、外部の関連会社、協力会社、市場の

消費者等あらゆるステークホルダーとのネットワーク化による情報ネットワーク連携による経営が始ま

っている。 

ＩＳの経済性評価を考える際、ＩＳに内在している問題点と課題について触れる。内在する問題点

は大別して４分類され、経営環境の外的環境、内的環境に起因する問題点、情報システム自体と

運用に起因する問題点に分類した。ＩＳと経済性評価の複雑な因果関係と状況、対応の課題につ

いて具体例を整理したものが表１．２１）である。次に４分類の内容について述べる。 
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（１） 経営環境－ 外 的 環 境 －  

                                                                                                             

第１は組織活動の国際化は

市場規模の拡大と企業の再

編成をはじめ、企業行動の

変革を起す。情報化に関し

ては全社的な管理情報の把

握、広範な収集と迅速、正

確、伝達の要請が高まる。 

第２に組織間情報ネットワ

ークとして企業間情報ネット

ワーク、特定企業集団の集

団ネットワークを構築、さらに

グループを連結する情報ネッ

トワーク等の構築を必要とす

る。さらにインターネットの普

及に伴い、企業と社会、企業

と消費者を直接結びつけるＢ 

２Ｃ，Ｃ２Ｃの情報ネットワーク 

システム対応が必要である。 

３番目に国際化が進展するにしたがってＩＳの有効性を評価する尺度も単なる費用対効果の物

差しではなく、各国・地域の異なる社会システム・経済システムや商慣習の背景の中で世界標準的

な経営システムの確立が必要となり、その経営システムに整合性を持つ情報システム要件が重要な

判断基準となる。 

 

（２） 経 営 環 境 － 内 的 環 境 －  

ＩＳの分散化による利用者主導の利用が急速に普及してきた。この背景には利用側のニーズとＩＴ

革新に依存するところが大きい。“ムーアの法則”で言われる高速処理、大容量化でコストパフォー

マンスを飛躍的向上させた、情報処理基盤技術、通信技術、ソフトウエア利用技術の目覚しい革

新が利用者に使い易さを提供し、利用者主導を導いている。 

またＩＳの環境変化があまりに急激なために提供側が迅速に対応しきれない側面がある。このよう

な傾向は利用側の便益があるもののトラブルによる運用への影響、さらに費用が分散するために間

接費などの中に薄められていた「見えない情報システム費用」が著しく増大する懸念がある。 

正しい情報化の方向性と迅速な対応のために経営の各階層、各分野の要員に応分の情報リテラ

シーを付与しなければならない。 

 

（３） 情報システム自体 

多くの企業では過去の膨大なＩＳの資産の上に次々と新しいシステムを上積みすることによって現

在の巨大なＩＳが出来上がっている。このような企業では次のような問題を抱えている。現行のＩＳの

中核部分がブラックボックス化してしまって長い時間的経過が過ぎた時点で最初に開発した要員が

不在であり文書化が不十分なため、改善を加えようとしても簡単に手がけられない状態になっている

分類 内容 具体例 

（１）経営環境 

〈外的環境〉 

外的環境に起因

す る 問 題

点 

組織活動の国際化に伴うＩＳへの要請 

組織間情報のネットワーク化に伴う対応 

国際間のデファクトスタンダードへの対応 

（２）経営環境 

〈内的環境〉 

内的環境に起因

す る 問 題

点 

ＥＵＣの普及に伴う利用者主導への対応 

経営各層の情報リテラシ不足の解消 

経営の為の情報システムでなく合意がな

い 

（３）情報システ

ム 

ＩＳ自体に起因す

る問題点 

ＩＳの急速な進歩への対応 

新しいＩＳの急速な普及への対応 

ＩＳコスト構成の変化、上昇と単価の下落 

（４）運用 ＩＳ運用上の問題

点 

有効性の評価の困難化 

提供側と利用側の責任分界点の不明化 

外部組織を包含するＩＳの運営体制の確

立 

表１．２ ＩＳの経済性評価の問題点   

出典） 花岡 『情報化戦略』 ｐ６に 経営の為の情報、、部分を加筆 
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ことが多い。新旧の技術を組み合わせて構築した巨大なシステムは中核部分に関する知識、技術

の空洞化がおきている。 

したがってこの硬直化した部分が経営システムの柔軟性に影響し経営環境の変化への対応力が

損なわれている。次に情報システム費用の総費用は増加の一途を辿っているが技術革新によって

ハードウエアなどの単価下落は利用側にとって好ましいものとして受け止められている。総費用のう

ちハードウエア費用は下落傾向にあり、、大半を占めるソフト開発費用や運用費用について生産性

効率を上げる必要性があり、技術革新による陳腐化対応と技術動向を睨んだ最善の選択をする必

要がある。 

 

（４） 運 用 上 の 問 題 点 

第１にコンピューターの利用領域が経営者・管理者層にまで広がるに連れて情報化の効果を定

量的な尺度だけで測定できなくなってきた。評価対象は投資に対する定量的、定性的な期待効果，

ＩＴ革新への対応、経営戦略の視点、及び評価プロセスがある。ＩＳの提供側は情報システム全体に

ついて有効性、有用性の側面を評価するよりも、開発の生産性、スループット、ターンアラウンドタイ

ムの評価項目に焦点を置き、全体の評価は利用側に任せがちで、利用側のかなり主観的、定性的、

質的な評価になり勝ちである。 

２番目に提供側と利用側の間で、責任の分界点の不明確化が生じる。その結果、両者間あるい

は組織の階層間での見解の相違や対立が顕在化する。双方が努力し、相互理解の立場で、合意

形成のあり方を検討する課題がある。 

３番目に情報化の対象が企業間に広がり、さらに国際間データ通信まで包含する地域的広がり

を持つようになると必要なＩＳを自組織内部だけで調達し構築することは不可能になる。自組織に最

適な情報化実現のために外部へのアウトソーシングも一つの選択肢であり、外部の情報資源を活

用して自組織の必要とするシステム要件を満足させなければならない。 

運用機能は開発の下流工程として捉えられていたがシステムが社内外に広くネットワーク化され

た現在、開発と両翼をなす最重要な業務となって来た。情報システム部門のマネジメントプロセスに

ソフトウエア・エンジニアリングの考え方を適用し、そのモデルとして「ＩＴプロセスモデル」を藤田２）が

紹介している。（図１．１）「ＩＴプロセスモデルは情報システム部門のあるべき理想像を整理した、業

務モデルのプロセスであり、自部門の診断や分析に使われる。その特徴はシステムの計画から開発、

稼動、運用管理、システムの提供、システム資産の管理まで情報システム部門におけるシステムマ

ネジメント全体を一種のアプリケーションと捉え、エンジニアリングの考え方で情報システム部門の業

務をモデリングしている。」業種・規模を問わずＩＳが企業の利益に貢献するために実施しなければ

ならないプロセスが策定されており、マネジメント・プロセス・モデルは大きく８つのプロセスグループに

分けられ、そのプロセスはさらに具体的な内容に細分化される。本番使用で発生するトラブル、お客

様の要望からくる変更管理に関しても運用担当者はすべての変更内容を一元的に管理し、調整す

る必要があり、一定のルールのもとで、変更計画書の作成、変更アセスメントの実施、関連部門への

変更内容の伝達、実績などの分析等、一連の変更管理プロセスは重要なプロセスである。 

このように肥大化するシステムの運用はシステム部門の内外に費用発生が生じ、把握が難しい。さ

らに現在の企業評価が財務的な視点中心から多面的な価値評価に変化しており、社会との関連性、

市民消費者との関係性など情報の主権が企業から市場側に移りつつあり、こうした一連の関連シス

テムの費用発生は経済性評価を難しくしている。 

情報化は必然的に固定費の増大を促進し、損益分岐点を高める。経営者層は情報化投資が経
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営にどの程度役立っているかを正確に判断できないというジレンマに陥り、歯止めの利かない情報化

投資に不安感を抱くのは当然の帰結である。エンドユーザーコンピューティングの普及によって、ＩＳ

の相当部分は利用側が自主的に開発し、運営するようになったが弊害が生じてきている。個々の利

用側が、自部門だけの仕様で作成したシステムをそのまま連結して、組織全体の統合化システムとし

て機能することは稀である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで提供側による標準プラットフォームの設定、業務の標準化の推進などが不可欠となり、利

用側と提供側の意見の対立が発生する。このようなＩＳをめぐる問題点や課題を全組織的な立場か

ら整合性を持たせながら解決していくためには経営の各階層、利用側、提供側の三者がＩＳの利用

に対して共通の計画・評価基準を持つことが大切である。そしてこの共通の基準をベースにして情

報利用に関する合意を形成していく必要性が芽生え 

てきた。 

 松島３）は複雑化・高度化する情報化投資の

利害関係者として意思決定者である経営者、

提案者及び投資の実行者である情報システム

部門の提供側、効果の実践者及び創出者で

ある利用部門の利用側の利害関係者モデル

として三者を識別した。（図１．２合意形成モデ

ル） 投資は提供側の情報システム部門に対

してなされ、投資効果は利用側へのサービス

提供によって利用側の効果として回収される

循環的な三者間の関係を構成する。三者間 

 

 

 Ａ２：情報システム管理システムの定義 

Ａ４：情報シ

ステムの開

発 

Ａ８：情報システム資産の管理 ；情報システム部門の資産・人・物・金・情報の計画と管理を行い、その

Ａ７：情報システム・サービ

スの支援 ；サービスの継

続と信頼性の確保のた

めの計画・管理を行う 

Ａ５：情報

システムの

適用 

Ａ３：情報シス

テムの開発 

Ａ１：お客

様との関係

管理 

 

Ａ６： 

サービス

の提供 
ユ
ー
ザ
ー 

ユ
ー
ザ
ー 

図１．１  ＩＴプロセスモデル           

情報システム部門の組織・役割分担・業務フロー、業務標準・管理体制などを定め、実施を把握・評価する 

お客様「ユーザ

ー部門」よりシス

テム化に関する

要望を聞く 

全社的視点によ

りシステム化の

戦略を立て、そ

れにもとずいて

出典）藤田  『Ｐｒｏ ＶＩＳＩＯＮ』  １９９９  ｐ１２を要約し、加筆 

経営者 

提供側 利用側 

効果 投資 

サービス提供 

図１．２ 合意 形成モデル 

出典）松島 『戦略的ＩＴ投資マネジメント』 
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において利害・意見の対立も生ずるが、全社的かつ全組織的な立場から整合性を持たせ、全体最

適なＩＳの構築と経済性評価のために共通の評価基準に合意された経済性の意思統一が必要であると訴

求している。 

 

１．３ 経済性評価の考え方 

外的環境（社会システム、経済システム）と企業システムの要件に沿って構築された、ＩＳ外部への

広がり、スピード化・複雑化・広範囲化の環境変化対応を益々進めている。このような環境の中で経

済性効果を単純に導き出す事は非常に難しい問題があることを整理した。 

一方肥大化する情報システム投資と経済性評価の問題は重要な課題として議論がある。 

図１．３はＷ．Ｒ．Ｓｙｎｎｏｔｔ『戦略情報システム』４）、花岡『情報化戦略』１）、栗山５）らの「合意形成法

を用いた情報システムの有効性評価に関する提案」を加筆、合成し、経済性評価の論理展開を図

式化したものである。 

 

 

 

証明困難領域

自明領域

データ 業務処理 アウトプット

組織・人間 判断・行動 総合効果

情報技術活用（提供側）

情報活用（利用側）

ＭＩＳ ＣＩＭ ＳＩＳ

インターネット

ＥＲＰ ＳＣＭ ＣＲＭ

経営戦略の時代 経営品質の時代

企業システム経済システム社会システム

評価モデルの複雑度

効
果
が
現
れ
る
ま
で
の
時
間

投 資
効 果
の 因
果 関
係 の
複 雑
性

単純
　　
　　
　　
　　
　　
　　
複 雑

合意形成領域

教育
投資

証明可能領域

研究開
発投資

広告宣
伝投資

経済性
工学

３

２

１

 

図１．３ 経済性評価の背景とモデル  
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ＩＳの進化と経済性評価は経営環境が要請する目的と効果に注目する必要がある。経済性評価

の定義は広義的には経営資源、無形資産の組み合わせモデルと、時間変数を持つ、「効率化の

場」と考えられるだろう。経済性評価モデルはＩＴ投資対象分野の因果関係の複雑性に関係し、効

果が現れるまでの時間変数によって、証明の困難性領域で分類した。領域分野は３分類し、経済

性評価が比較的容易に証明可能な領域分野�、大部分の分野がこの領域と考えられるが、証明

困難領域において経営者、提供側、利用側の合意形成と各レベルのビジネスプロセスにおける数

値指標を設定し、その測定を用いて経済性評価が可能になる領域分野②、３つ目はモデルが複雑、

時間、他の要因に依存するさらに業務の数値指標の設定が不可能な分野は証明困難領域③とし

て分類した。各領域について考え方を論ずる。 

 

１．３．１  証明可能な領域 

コンピューター導入効果の議論は機械化黎明期から行われており、利用効果を直接的効果、間

接的効果として区分した考え方から始まり、利用範囲の拡大に対応して経済効果、定量効果、定

性効果に分類した。経済効果は導入による売上増、省力化などの経済面での数値化可能な効果

であり、定量効果は経済効果が正確に算定できないが定量的に測定できるもの、納期短縮、計画

策定作業の期間短縮などの効果であると定義されている。定性効果は定量化が困難な効果であり、

正確性の向上、サービスの向上、競争力の強化、モラールの向上、企業イメージ向上、迅速な応答

等としている。 

また効果は業務的効果、管理的効果及び経営的効果として３階層の組織階層別で捉える考え

方があるが、利用効果は多重性があり、派生的に効果を生む等、時間変数に依存する事が多い。

効果を水準別・階層別で見たのが表１．３１）であるが効果水準が定性的、高水準になるに従って効

果算定は曖昧となる。効果水準の高い、また効果が表出化するのに時間を要する領域のシステム

はその証明が困難になる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

容易に証明可能な領域�の具体例として挙げられる情報システム分野は金融窓口システム、旅

   効果水準 効果の内容 主要対象 

業務的効果  

(事務機械論的効果)     

１．人件費の節約 

２・業務処理時間の短縮 

３・業務処理精度向上 

４・制度の標準化 

５・一貫事務体制の確立 

作業者階層 

業務管理者 

管理的効果 

（事務能率論的効果） 

１・実態の迅速、正確な把握による管理措置の適正化 

２・定型的管理措置の自動化による管理効率の向上 

３・対応の迅速化・管理手続の標準化 

管理者層 

業務管理者 

経営的効果 

(意思決定論的効果)  

１・計画設定の最適化 

２・経営の革新 

３・経営情報システムの確立 

経営者層 

 

表 １．３ コンピューター利用による効果水準    

出典） 花岡 『情報化戦略』  主要対象部分を加筆 
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客処理システムの窓口業務システムで顧客数に比例するもの、最近の携帯電話課金システムのトラ

ンザクション処理件数に比例するものがある。技術計算、設計システムのＣＡＤ，ＣＡＭシステム等、

処理工数が時間に比例すると考えられる単一適用業務もこの分類に入る。さらに最近の情報をベー

スとして新しいビジネスモデル、すなわちネットビジネスと呼ばれる、事業システム、インターネットによ

る株式売買、新興企業のネット・ジェン・カンパニーもこの分類に入る。この領域は経済性効果の証

明可能な領域�と考えてよい。  

 

１．３．２ 合意形成の考え方による領域  

この経済性評価の方法は対象システムとしては一番多く存在するもので、評価モデルが証明可

能領域と不可能領域の中間に位置し、経営者、提供側、利用側がＩＳ、計画、実施・運用を合意し

た上で構築し、計画・評価することを前提とする。 

ＩＳの投資効果は１）一般的な投資効果測定と同じく、 

  η ＝ Ｏ ／ Ｉ 

    Ｉ： 情報システムの投資額 人件費、購入投資額、外注費、開発手段 

    Ｏ： 売上高、利益、社員人数、人間能力、知的装備の水準、ＩＳ水準、管理水準 

で表される。η 最大化は分母を最小に、分子を最大にすることが単純な議論であるが分母・分子

は色々な経営資源、無形資産の変数を持っており、因果関係がある。今、マクロな情報システム全

体の年間投資額と年間効果の議論ではなく、具体的な適用業務の投資効果と仮定して考えてみよ

う。 

この原式を次式のように変形することができる。 

                                     

                        但し                               

 

 

ｆ は投資 Ｉ によって得られる可能手段ないし期待効果とみなすことができる。この可能手段を提

供するのは提供側であり、利用側はこの ｆ を活用することによって実際効果 Ｏ を挙げることにな

る。 

指標αは情報システム機能をいかにして効率よく提供するかを表す指標であり、指標 β はいか

にして情報システム機能を使いこなすかという指標になる。したがって指標αを高めるのは提供側の

責務であり、指標 β を高めるのは利用側の責務である。またα、βは提供側、利用側の責任の

分界点を示していることになる。 η 指標極大化の方策はα、β最大化をしなければならない。 

α 最大化は情報システム部門の機能である、企画、開発、運用の各フェーズにおいて最適なソ

リューションの選択と効率的な手段・方法を採用する必要がある。投資 Ｉ の単純な最小化の選択

肢だけでなく将来の技術動向、経営環境、利用側の優先順位である早期開発・稼動の時間的要

素も考慮することが必要である。この外的要因と内的なフェーズ別、投資項目別の検討を加え、連

鎖する因果関係と効率性を追及しながらそのシステムが持つ最適化・最大化の可能手段を構築す

る。 

この可能手段が情報システム機能として経営層、利用側にとって有効性を発揮するか検討する。

検討内容は経営層の戦略目標を効率的に推進するか、情報システムの出力体系は戦略レベル、

経営管理レベル、業務の統制・制御レベルの各レベルにおいて意思決定に貢献するかアセスメント

を行い、経営層、利用側、情報システム提供側の整合性チェックと合意を形成する。具体的なチェ

η ＝ ｆ ・ Ｏ 

     Ｉ   ｆ 

α＝ ｆ   β＝  Ｏ 

 Ｉ        ｆ 
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ック項目が表１．４１）で、投資項目の入力、処理プロセスの中間的な効果と考えられる中間変数、予

想される期待効果の出力例を示している。これらの項目は一般的な大項目であり、ＩＳの目的と機能

に応じて具体的な活動計画と指標数値を設定しなければならない。 

次にβ の最大化に注目し、実際効果を上げるために特に経営層、利用側が合意し、結合した

一連の経営戦略・情報戦略を共有する。経営戦略の実行にあたっては、まず戦略的な数値指標の

設定を行う必要がある。この数値指標が情報システム分野で言われる管理指標（一般にＫＰＩ：Ｋｅｙ 

Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｎｃｅ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒと呼ばれる）ＫＰＩである。この管理指標を推進する要因（一般にドライ

バーと呼ばれる。）と関連する機能、業務分野を明確に位置付ける。 

 

 

 

 

 

 

この要因を構造的に分解するに当たっては経営意思決定、経営管理、業務上の統制・制御に関し

て、機能・組織単位で考える。管理指標によっては多段階の数次にわたる派生的な推進要因が生

じることが多い。 

さらにこの推進要因ごとに数値指標を設定し、モニターとパフォーマンス情報の情報提供を経営

層、利用側にフィードバックし、実態把握と適切なアクションが出来るようにする。最近主流となって

いるＥＲＰの分野別 SCM、ＣＲＭ、ＰＤＩ及び、会計管理の情報システムの具体的ＫＰＩ例を列挙した

Ｉ： 入力 ｆ：中間的な効果・変数 Ｏ：出力 

定量的費用 

１）設備費 

２）スペース、電源、などの設備 

３）ソフトの購入、開発費、メンテナ

ンス 

４）人件費 

５）外注費 

６）通信費 

７）消耗危惧備品費 

８）その他経費 

定量的中間変数 

１）性能向上、処理速度向上 

２）処理件数対象拡大、出力帳票・画

面 

３）データベース化による開発・メンテコ

スト 

４）適用業務開発・範囲・手法 

５）Ｃ／Ｓによるダウンサイジング 

６）システム肥大化、ネットワークコスト 

７）固定費増大 

８）運用の改善効果 

９）保守の改善効果 

定量的出力：戦略目標値 

１）業務の迅速化 

２）業務コスト、人件費、経費の削減 

３）通信コストの削減 

４）正確性、精度の向上 

５）人手作業量の削減 

６）在庫の削減 

７）売上の増大 

８）キャッシュフローの増大 

９）売上債権の減少 

定性的費用 

１）同業他社との対応 

２）情報技術革新対応 

３）性能向上への対応 

４）情報システム硬直化 

５）バックログ増大対応 

６）企業外からの評価・満足度 

７）コミュニケーション 

定性的中間変数 

１）社内精度、標準化・自動化 

２）一貫事業体制の確立 

３）事務処理信頼性の向上 

４）セキュリティの確立と不安 

５）コンピューター処理の信頼感とトラ

ブル対応 

６）リテラシ 

定性的出力 

１）実態の正確・迅速な把握 

２）管理措置の適格化 

３）管理効率の向上 

４）顧客ニーズの把握と迅速対応 

５）業務手続きの標準化 

６）計画・管理策定の最適化 

７）意思決定の迅速・正確・適格化 

表１．４  具体例 入力、中間変数、出力 

出典） 花岡 『情報化戦略』 中間変数、出力部分を変更加筆 
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ものが表１．５になる。たとえば経営課題としてキャッシュフロー最大化を命題とするＳＣＭのシステム

で考えよう。大きな戦略指標は、売上増、在庫削減、債権回転率向上などが挙げられるが感度分

析等により、在庫削減を戦略分野とし、在庫削減の数値指標ＫＰＩを設定する。 

次に在庫削減の推進要因は、機能・業務分野として、販売予測、生産計画、購買、資材発注・

受け入れ、価格、協力会社手配、生産組み立て、商品物流、品質などが有り、一連のタテ・ヨコ業

務展開を関連付ける。さらに資材発注・受け入れの業務を下位にブレークダウンすると発注先の納

期遵守状況、設計変更の対応状況、品質、コストダウン、死蔵品の把握等が推進要因となる。 

 

 

 

 

分野とＫＰＩ ＳＣＭ ＣＲＭ ＰＤＭ 管理ＥＲＰ 

ＫＰＩ 在庫の削減率 

リードタイム削減率 

予測精度向上率 

物流コスト削減率 

間接人員削減率 

顧客リピート件数 

新規顧客獲得件数 

見積発行向上率 

受注向上率 

キャンセル削減率 

間接人員削減率 

開発・設計リードタイ

ム削減率 

設変管理コスト削減

率 

メンテナンス削減率 

間接人員削減率 

決算の早期化 

管理人員の削

減率 

帳票の削減率、

意志決定支援 

 

これらの業務のモニターされたパーフォーマンス情報は設定されている目標値との乖離に付いて

原因解明のヒントとなる情報となり、具体的な指示を与えること 

を可能にする。 

図１．４は総合的な経営シス

テムとして、各ＫＰＩの数値指標

と各サブシステムのモニター情

報を付き合わせ、各部門、各組

織レベルが乖離分析を行い、

指示命令をする。この意思決定

が業務統制や経営管理の資源

配分、全体的コントロールのア

クションにつながる。 

経営戦略に沿った新しい仕

事のやり方（プロセス）の定着

化を徹底させることにより、各プ

ロセスの効果が連鎖され、管理

指標ＫＰＩ の達成に至る。した

がって時間的変数による学習

効果・経験効果を時系列的に

フォローし、定着化させることが

大切である。 

経営層、利用側、ＩＳの提供側の三者による情報戦略はまずビジネス要件の優先順位から始まり、

表１．５  分野別の主要ＫＰＩ例 

サブ・システム 

戦略的計画の 

ための情報システム 

経営コントロールの 

ための情報システム 

業務コントロールの 

ための情報システム 

コントロール 

・レベル 

生 

産 

管 

理 

販

売

管

理 

購

買

管

理 

会

計

情

報 

図１．４  意思決定とＩＳの整合
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ビジネス要件に関する要件の統合と管理指標ＫＰＩの設定を行い、各組織レベルは対応したモニタ

ー、パーフォーマンスレポートを活用してプロセスの経営意思決定から制御・統制を行う。また乖離

分析や評価分析は経験と暗黙知によって融合されてビジネスレポートを作成し、知識共有化するこ

とが可能である。既存組織の機能の見直し、プロセスの見直しはもちろんのこと、組織のあり方、組

織の統廃合に至るケースもある。 

このようにシステム稼動後も情報の有益性に関して、経営者層、利用側、提供側が定期的にレビ

ューを繰り返す仕組みとしてＰＤＣＡをサイクルとして回し、管理・運用すべきかを多段階ループの形

で示したのが図１．５１）である。 問題点の把握にあたっては経済・社会の将来動向をにらみ前提条

件、制約条件を自企業に取り入れる。さらに企業の将来方向、ＩＴ技術の動向と照らし合わせながら

このループを定期的に繰り返す必要がある。ループの過程において管理の各レベル、組織の機能

戦略に対応した管理指標の進捗度・達成度管理を実施し、必要に応じて、組織間・部門間の調整

とビジネスプロセスの改善を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その重要な役割を担うのが中小企業の場合は社長自身であり、大企業の場合はＣＩＯ（Ｃｈｉｅｆ Ｉ

ｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｏｆｆｉｃｅｒ）である。Ｒａｙｍｏｎｎｄ ＭｃＬｅａｄ、Ｊｒ６）らは「Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ 

Ｓｙｓｔｅｍｓ」の中でＣＩＯの役割として６主要任務を列挙し、ＩＴ分野だけでなく企業のビジネスに積極

的に関与するよう説いている。さらに本来、ユーザー側部門が主導すべき業務分担の仕事中、ＣＩＯ

が積極的に参加している比率として韓国４７％、メキシコ２８％、ＵＳ１９％の実績値を報告し、すべて

のビジネスの経営課題と資源配分に積極的に関与すべきであることを薦めている。 

自ら業務革新とＥＲＰ導入のリーダーの経験を持つ吉川７）は投資効果の判断は経営的視点から

行うべきであるとし、ＩＴと事業戦略との間に関連性を持たせること、経営層が意思決定をするための

判断材料を提供すること、情報投資の状況をすべての関係者に公開することを訴求している。効果

はユーザー利用側で発現するものとしているが情報システム戦略の基本的要件として、業務機能

度、戦略合致度、技術導入度の３つが重要な評価ポイントと指摘している。  

 

α ＝ 可 能 手 段  

   ／ ｉ 

β＝  ｏ 

／ 期 待 効 果  

指標αの管理 指標βの管理 

ＣＩＯ：方針、チェックク 

   

ループＩａ 

提供側 

合 意 形 成  

利用側 

ループＩｂ 

図１．５ 指標 α と β のダブルループによる管理   

出典） 花岡 『情報戦略』 に ＩＴ革新、経営環境影響要素部分を加筆 

ＩＴ革新 経営環境 
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１．３．３ 証 明 不 可 能 な 領 域 

証明が不可能に近い領域は既に述べた方法による、管理指標の設定が難しいアプリケーション、

ＩＳとの関連性及び効果が表面化するまでの時間的要素が大きく影響するもの、企業間の連携又は

利害関係者の評価に依存するもの、組織・企業文化に波及するもので表出化が難しい領域は容易

に証明することできない。 

ＩＳの効果の第１は図１．６のように時系列でみた場合、基幹業務の処理は企業内部の情報処理

そのものの効率化であり、省力化、迅速化、大量処理など直接に情報の事務処理作業に従事して

いる要員の労働力に対する効率化となる。次にＩＳによって作られた情報を、組織の中で利用して得

られる効果は定着化とナレッジの要素も加わり、適切な経営判断と迅速な指示に反映することにより、

総合効果を生む。しかし、外部データ情報による自社の位置付け、市場評価、機会損失、販売流

通力強化、戦力強化などの効果は計数的な管理指標の設定が難しい。 

 

 

 

    

  

 

 

 

 

 

 

 

第２は最近の電子メール、グループウエアの文書情報共有化、イントラネットの導入効果であるが

羽石８）は調査研究として仕事の変化、個人意識の変化及び組織の変化の側面から分析している。

仕事の量の変化、会議打ち合わせ回数の変化、電話の回数の変化がみられスピードアップ、業務

の効率化があるとしている。個人の意識変化に関しては職務の満足感が得られるという結果が出て

いる。組織の変化については多くの外的要因とＩＴの相互作用によって起こっていると報告している。

情報共有化、ノウハウ共有による一般的ナレッジマネジメントシステムと言われる暗黙知のデータベ

ース化は有効性価値創造として、個人の仕事枠の拡大化、専門性の高度化など仕事内容の質的

変化による効果がある。このような効果は人、組織のパワーアップに寄与しているが算定と証明が難

しい。さらにＩＴ技術による外的な環境要因、企業内外との連携、情報交換、オープンな職場感への

変化、公平な職場運用は新しい組織文化を作り出しており、多様なシェアード・サービス機能、多

様な人事体系、就業体系の新しい組織構造を生み出している。 

第３は企業外への情報サービス機能である、ＩＲ情報提供、カストマークレーム情報処理、環境問

題対応等、顧客満足型条件や社会・環境共生型条件を満たすＩＳの経済性評価は証明が難しい。

企業がコーポレートガバナンス、コンプライアンス、さらに社会との共生が求められる中でこのようなＩ

Ｓの重要性が増しているが企業理念と企業目標によって経済性評価は異なり、一律的に判断する

ことは難しい。 

データ 業務処理 アウトプット・加工・文書 

組織・人間・共有 判断・行動・暗黙

総合効果 

能 力 ・ 知

恵・知識・

融合 

一次効果 連鎖効果（時間、組織力） 

図１．６ 効 果 の 時系列的な見方 
企業内部データ 

企業外部デー



 14 

Ⅱ．事例研究の部： 

 日経の調査９）によれば大手企業が生産性向上や意思決定の迅速化を狙って社内の情報化投資

を加速していると報じている。主要５５社の２００１年度の情報化投資に対するアンケート結果の内容

は； 

• 情報化投資額は前年度比で１４％増加 

• 各社の設備投資全体は５％増にとどまる  

• 景気低迷で投資を抑制する中情報システム構築には資金を重点配分している。 

であり、その理由として競争の強化、市場変化への対応、意思決定の速度向上などをあげている。

こうした経営者トップのＩＴ技術活用に対する意識の変化は経営戦略と情報システム戦略を同期化

した考え方をさしており、従来の工場現場型の情報化から市場を重視した販売から顧客へ納入す

るまでの一貫したシステムつくりによって企業の全体最適化による効率化を組織や仕事の仕方を変

えて実行する視点に移っているといえる。 

Ⅰの部で経済性評価の原則は経営者、提供側、利用側，３者の合意形成が必要であり、経済性

の効果測定は経営戦略から導き出した管理指標(ＫＰＩ)と構造化された推進要因の数値指標の管

理が重要であると仮説を置いた。 

 

２．事例研究 中堅中小企業 

今回の事例研究は中小企業３社、ＳＣＭによる世界標準システムの大企業、及び顧客満足型関

係性マーケティングによるセールス・サービス活動を情報共有化、ナレッジ化の方向で進めている中

堅企業の事例を取り上げ、経済性評価の実態調査をし、考察した。 

中堅中小企業に関して、関西ＩＴ戦略会議（関西の経済活性化を目的として在阪経済５団体、

関西経済連合会、大阪商工会議所、関西経済同友会、大阪工業会、関西経営者協会が設立）の

活動を取り上げ、効果的ＩＴ活用企業の報告を行う。企業選抜に当たっては申請書類による予備調

査とトップ・関連者への直接ヒアリング等による、実態調査・審査を実施した。実態調査の内容は情

報システムが経営管理のツールとして、企業内の位置付け、情報システムの目的、トップの関与度、

効果など主にユーザー部門の利用面と情報システム自体の先進性、情報提供の充実度等を審査

した。関西ＩＴ百選として最優秀賞２社（ネジの専門商社：サンコーインダストリー、和菓子老舗：たね

や）、優秀賞として以下の６社選出された。 

法人顧客のアウトソーシング：アートコーポレーション、 

基幹連携システム：大阪製作所 

統合的なサプライチェーン：株式会社 ダン 

開発・生産・販売の統合システム：㈱トパック 

インターネット活用による市場創出：㈱二六製作所 

ＩＴ活用による経営革新加速：ペガサスミシン製造株 

今回取り上げた企業は たねや、アートコーポレーションである。 
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２．１ 中堅企業事例 １ ： 経営者の強力なリーダーシップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪問日：２００１年１１月13 日 

訪問先： 代表取締役社長 山本 徳次、  取締役 西田 哲也 

訪問者： アドバイザー 湯浅忠、 石田伸介 

企業名 株式会社 たねや 

所在地 滋賀県近江八幡上田町 84 

業種 菓子小売業 

設立 1872 年 

資本金 １６、３００万円 

売上高 65 億円 万円/年 

会社概要 

従業員数 290 人 

・インターネットによる和菓子通信販売「近江直送便」 

・基幹業務の再構築と同時に e-Commerce を実現。 

・LANSA for the Webが基幹業務アプリケーションをインターネット

に開放する仕組みを実現。 

・Webと基幹業務を同一プラットフォームで実現 

システム 

・Webと基幹業務を同一プラットフォームで実現 

・ネット上の商品は約 150 種類。受注入力から配送伝票、請求書

出力、商品の出荷まで最短 20 分で完了 

・会員組織を発足させ、続けてインターネットだけのオリジナル商品

も発売。 

・リアルタイムで把握できる各店の商品在庫をもとに商品発送する

店舗を決めるなど、独自の運用 

・会員には新商品や新店舗の情報提供、中元・歳暮時には過去

の購買データをもとにしたギフトの案内なども企画。 

適用業務 

 

システム概要 

特徴 ・One to One マーケティングに基づいた商品開発 

・経営者社長のリーダーシップ 合意形成の方法 

・生産・販売の統合、発注の人手で介在による調整 

・在庫ゼロ、完売システム 

・企業内外のネット化による利害者との協調 

効果 

・Webと基幹業務を同一プラットフォームで実現 
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システム概要と経済性評価考 察 

 

経営者は創業社長でありカリスマ性といえる強力なリーダーシップで全社を牽引しており、情報シ

ステムに関しても経営のツールとして顧客の視点、ビジネスプロセスに科学的手法を取り入れる道具

の認識で活用が進められている。まさに中小企業の経営と情報システムのあり方の模範を見た感想

を持った。 

「IT 化」は、ことさら「IT 化」そのものを意識した訳ではなく、社長自身がとして自らカステラを焼い

ていた経験と苦労から、「中小企業は、省力化しないと絶対に生き延びていけない」という危機感か

ら、常に生産設備の自動化に挑戦してきた、実際の機器の仕様や操作性に自ら注文をつける等提

案する。現場・現物・現実の環境のなかで培った発想とカイゼンに基づいている。これが、「自動化

は長い目でみれば絶対に経営にプラスになる」という信念になり、企業体質となっている。 

当初、この「自動化」は、主に生産設備の自動化中心であったが、間接部門の事務処理の自動

化につながった。コンピュータの導入時期（昭和５６年）は、決して早い方ではないが、経営課題に

即応したアプリケーション・システムの適用が着実に拡大されていった。 

一方 IT 化の「可能性」と「限界」、「機械化」「人間介在」が調和されており、具体的には、店舗の

販売予測のデータを直接に工場に伝達するのではなく、一旦本社の生産調整部門で統合し、そこ

で販売予測の修正や、予測が狂った場合の出荷調整を行い、マネージメント判断を介在する仕組

みとなっている。これはデータと物量の流れをマネージメントが常に意識していることこそが、機械に

頼る「完全自動化」よりも最終的にはより優れた経営に繋がる、との基本認識によるものである。 

仕入れ、在庫、製造、販売予測、店頭在庫管理、出荷・在庫調整、販売、（個人）顧客管理、イ

ンターネットによる受注などの e-Commerce、とあらゆる経営セグメントにおいて、IT 技術を駆使して

いる。インターネットの存在に注目した後は、「社会との繋がり」を自動化する、という「外部」に向けて

の自動化に繋がった。当初は、社員募集というリクルートのために利用したのが始まりであるが、どう

せやるならもっと発展させて、顧客とのかかわり方まで自動化しようということからインターネット受注

に発展した。 

顧客に会員カードを発行し、顧客個人、個人の購買履歴を完全に把握している。かつ、今後は、

この情報を店頭のレジから検索できるように計画している。顧客の嗜好や、販売場所、販売タイミン

グなどが個人単位で把握できるので、最大の顧客別サービスが可能となる。マーケティング戦略とし

ての顧客層別管理と優良顧客囲い込み化が見られる 

 IT 技術的には、随所に最先端のテクノロジーが応用されているが、これは当然ながら目的では

ない。社長のアイディアを実現するためには、結果として最先端の技術を導入しないと実装できなか

った、ということである。社長自らＣＩＯとして、リーダーシップをとり、経済性評価は経営戦略と業績一

体であると考えられている。 
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２．２ 中堅企業事例 ２ ： 社長の命題；顧客指向システムの例  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪 問 日 ： 

２０００年１１月１４日 

 訪問先 ： 企画広報室長   伊藤 幸人 

        情報システム課長 広瀬 雄司 

 訪問者 ： アドバイザー 湯浅忠、 スタッフ 小滝 栄二 

企業名 アートコーポレーション株式会社 

所在地 大阪府大東市 

業種 運送引越し業 

設立 1977 年 

資本金 15 億 9750 万円 

売上高 339 億円 

会社概要 

従業員数 862 人 

・インタネットＷｅｂ技術によるＢｔｏＢネットワーク見積もり、受注 

・ＯＮＥ ｔｏ ＯＮＥ対応 

・グループウェア 

・企業内外とのコミュニケーション、情報共有システム 

システム 

 

・ネットワークによる見積もり依頼 

・受発注、グループワーク 法人顧客囲い込み 

・徹底した顧客指向システムの構築 

・インタネットＨＰ、プロバイダーとの協調によるアクセス増加 

適用業務 

 

・一部外部アウトソーシング 

システム概要 

特徴 

・情報リテラシー 

・お客様の視点に立ったサービスの提供 

・トップ社長の積極的なＩＴへの関心及びリーダーシップ 

合意形成の方法 

・システムに社長提案、アイディアが多い。 

・社外との情報共有がスムーズに 

・企業からの受注スピードが加速 

効果 

・インタネット個人受注の増大 
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システム概要と経済性評価考 察 

  

経営トップの顧客指向の経営姿勢が日常の業務オペレーション及び情報システム  活用に徹

底されておりシステムの提供側と顧客満足度をベースとする効果的活用がなされている。また新しい

手法，ＩＴ技術に関してもトップの関心が高く特にＷｅｂ技術利用による高度な顧客指向への営業支

援システムに絶えず挑戦しており、結果的に好業績に反映されている。システムは個人顧客、法人

顧客別から構成されており、各々の主な特徴、インターネット活用状況は次のような点がある。 

１） 個人顧客向けＭＯＶＩＮＧ ＯＮＥシステムは掘り起こしと見積サービス  

•  アクセス件数増加を狙ってゲーム、グリーティングカード、おばあちゃんの知恵袋等のエンタテ

インメントコンテンツ 

•  プロバイダーとのアライアンスを組む方針に立ち、バナーとテキストの好位置を確保し、コンテ

ンツ作成をアート側の役割としている。 

• 入力方法の工夫が見られ、インタネット利用の特典として割安、グッズの贈呈などがある。 
•  現在インタネットビジネスは個人ビジネスの約１０％ 今後３０％に増やす予定。 

２） 法人顧客向けは囲い込み戦略として事務処理サービスを提供 
• 従来の ＡＲＴｉｓｔシステム法人顧客先の総務・人事部門の事務作業代行処理とのリンクをＷｅｂ

化した。法人社内の福利厚生・就業規則に取り込んだ引越しルールをカスタマイズし見積もり依頼、

承認、発注の事務処理をワークフロー化、シームレスにし、顧客側の事務作業の軽減、不正防止の

効果があり、アート側の狙いは顧客の囲い込みとなり、両社のＷＩＮ・ＷＩＮの関係を作った。 

• 情報リテラシーの向上と管理を組織的に実施しており、あるレベルのＩＴ技術がなければ日常活

動、報告が出来ない仕組み、運用がされている。 
ＩＴ技術と業務革新を同期化させる。企業システムのツールとしてＩＴ技術を取り込み、積極的な顧

客との関係性強化及び開拓、全社の業務革新のコア（業務手順をシステムに合わせる）とし、意識

改革のための情報共有化を図る。一定の学習期間後、経営幹部の報告形式は直接システムを活

用・操作してなされ、幹部自らシステムに関与せざるを得ない仕掛けとなっている。情報のトップ利

用は社長がもっとも進んでおり社員との情報共有、会話にメール活用も盛んである。  

  経済性評価の視点からは経営が顧客の視点と経営効率の二面性からのバランスよく運用がなさ

れているが、特に顧客の視点で業務運用と情報システム化を進める方針が社長から命題として出さ

れている。情報システムによる競争優位戦略として囲い込みとなり、業績に寄与している。 顧客側

は申し込み作業の効率化効果がもたらされ、アート側は営業のワークロードが軽減され（以前は繁

忙期、電話・ＦＡＸに忙殺）本来の営業活動に専念することが可能になった。社長自らＩＳ戦略に参

加しており、ＩＳの運用・定着化を自ら、フォローしている。  
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３． 事例研究４ ： 大企業 Ｓ社 の生産システムの経済性評価  

日本企業は「デジタルエコノミー」とか「ネットワーク経済」１０）の時代と呼ばれるようになり、根本的

な経営革新が求められている。日本企業の多くは１９８０年代に国際市場においてその比重を増加

させたが、１９９０年代になると海外現地の法律・商取引慣行・雇用慣行・労使慣行において様々な

軋轢・矛盾に直面するようになったからである。林１０）はさらに次の点を指摘している。 

第１の課題は経営責任や経営倫理を基本的に考える競争方式それ自体に内在する問題点の

克服にある。第２にグローバリゼーションと情報技術革新の進行を背景として企業内部の仕事を含

む企業の組織や経営制度＝システムと競争優位の条件（コア・コンピタンス）を見直し、企業間及び

企業と消費者の取引関係（サプライチェーン）をインタネットによる電子商取引システムの利用など

で再編・強化されている。 

コスト、品質及び納期で特徴付けられる生産方式が、さらに原材料業者・部品業者・製造業者・

物流業者・販売業者・サービス業を含む供給業者側全体のサプライチェーンとして高度化され、シ

ステムの全体最適化が追求されるようになっている。ここではＳＣＭによる経営革新を進めているＳ社

の事例を取り上げる。 

 

３．１ 生産システム戦略とシステム要件 

生産戦略として独創的新製品の開発をはじめとして生産分野の「コスト、品質、納期」の命題を追

及して米国製造業に学び、自動車産業のリーン生産システム，カンバンシステムに多くのことを学ん

だ。 そしてグローバル化の流れの中で、経営課題は市場・顧客志向と経営効率（利益重視）の二

面を両立させなければならない。 

経営戦略は部分最適解から全体最適解へと海外を含めた全社展開をすることが急務となった革

新の経緯を関学講義資料「エレクトロニクス事業経営論」の資料からまとめる。 

 

３．１．１ 経 営 課 題 の 整 理  

スピードと変化への対応が

“ムーアの法則”で知られるエレ

クトロニクス業界の事業経営に

とって急務である。全社的に 

経営戦略、経営課題として認

知された課題は次の通りであ

る。            

• 市場の成熟化による商品ラ

イフサイクルの短命化 

• 大手流通業者を中心に受

注即納供給の要請 

• 市場ニーズとのアンマッチ

による過剰在庫の是正 

• 情報ネットワーク化の進展

に伴う業務サイクルの短縮化 

• キャッシュフロー重視の経営 

キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー サ イ ク ル

キ ャ ッ シ ュ

原 材 料 在 庫　 売 掛 金

製 品 在 庫 仕 掛 り 在 庫

購 入

生 産

回 収

販 売

完 成

日 々 決 算 を 支 援 す る グ ロ ー バ ル Ｓ Ｃ Ｍ の 概 要日 々 決 算 を 支 援 す る グ ロ ー バ ル Ｓ Ｃ Ｍ の 概 要

 

 図３．１ 啓 蒙資料  （入手：シャープ） 
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図３．１は全社の啓蒙活動用として使用されている資料である。 

 

３．１．２ 情報システムの目的と管理指標値（ＫＰＩ）の設定 

• タイムリーな商品供給と販売機会損失の低減 

－トータルリードタイムを短縮し、受注から生産出荷までの期間：現状３ヶ月を１週間 

－欠品ゼロ 

• 在庫削減と在庫ロスのコスト低減 

－商品在庫の削減：  １/３ 

－商品仕掛在庫の削減： １/３ 

－在庫金額：  １/３ 

• 生産・販売・在庫情報管理要員の低減 

• 資材調達 

－注文書の廃止 

－サプライヤーとのネットワーク ＥＤＩ化、 Ｗｅｂ化 

などについてＩＳの目的の明確化と管理指標値の数値化設定がなされている。  

 

３．２ ＥＲＰ・ＳＣＭ生産システムの概要  

海外３７社を含む全社的な経営革新の標準化ツールとしてＥＲＰを採用した。ワールドワイドな企

業の経営資源の最適化を進めるために「即時に意思決定が可能なこと。」「仕事のやり方をリアルタ

イム化させること」。「徹底的に業務手順を標準化することにより、世界のあらゆる場所での活動を写

像するデータは活動＝ビジネスプロセスが発生したその時点でデータ処理がされる仕組みに変える

こと」 を理由にＥＲＰの採用に至った。 

 

３．２．１  ＳＣＭ生産システムを構成するサブシステム  

ＳＣＭ生産システムは次のサブシステムから構成されている。 

• 需要予測システム 

 市場の実売情報をベースに客観的な販売予測と販売計画とのギャップ対応策定の情報支援を

する仕組みを作り、部門間の無駄な駆け引き、調整作業を排除する。 

• ＥＤＩシステム 

販売店及び資材取引先との情報共有化をネットワークで行い、取引情報をリアルタイムに交換す

る仕組みにより、受発注の業務スピードを向上させ、量販店の販売予測の精度向上、適正在庫

量の確保をすることによってメーカー、販売店、供給先とのＷＩＮ-ＷＩＮの関係を構築する。 

• 新生産計画システム 

需要予測をベースに、生産能力・部品在庫等の制約条件を加味した上で最適な生産計画を策定する仕

組みであり、市場の変動に即応した生産計画を実現する。 

• 新資材調達システム 

 リスク分類を明確にした３段階注文「予告、予約、確定」と調達リードタイム別注文を行う仕組みで

部品在庫リスクを最小限に抑える。 

• フレキシブル生産システム 

 必要生産ロットに併せた最適な生産の仕組み（コンベア・島・屋台方式の組み合わせ）により、週

単位の小ロット生産を実現する 
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• 新商品物流システム 

 販売予測をベースに流通センターに自動的に品揃え、配荷する仕組みでユーザーに短納期で商

品を届けるサービスを実現 

このような新しいビジネスの事業構造と情報システムは経営者の経営革新へのリーダーシップとユー

ザー複数間及びサプライヤ－の合意形成、調整・理解・協力があって構築されるものである。 

 

３．２．２  ＳＣＭ生産管理・統制を支援する情報システムのメニュー  

ＳＣＭ生産管理システムは全体最適、スピード対応によって在庫削減を目的とする。各プロセス、

組織に設定された管理指標値を達成すると、その結果としてキャッシュフロー改善に寄与する。  

生産管理システムの主たる機能の生産計画は週次ベースの客観需要予測データから実行可能

日程計画にブレークダウンされる。この生産計画をベースとして次のようなプロセスの展開と関連業

務がなされる。 

部品調達 ：生産計画状況を週次フォーキャストで提示、予約注文、確定注文と３段階注文 

部品供給  ：生産計画にもとずく部品の支・供給業務支援 

協力会社／部品メーカー管理：生産活動に必要な情報のリアルタイム提供 

部品納入管理 ：進度管理を支援 

ＭＲＰ      ：生産日程変更・設計変更に対応 

部品表     ：技術部品表登録 ＣＡＤシステムとの連携  ＰＤＭ／ＣＡＤシステム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産管理の一連の機能は情報システムとして有機的に連携されており、機能、管理レベル、組

織単位に設定された管理指標達成のために作用する。管理指標との乖離に対する、原因分析と迅

速な対応を行う情報支援としてとして次のような支援情報メニューが用意されている。 

 

・ 生産進捗分析                      ・ リードタイム（調達・生産）分析 

 

図３．２ 経営を支援する情報システムメニュー画面  （入手：シャープ） 
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・ 過剰在庫・過剰注文分析               ・ コストダウン分析   

・ 納期遵守状況分析                   ・ 設計変更反映分析 

図３．２に用意されている経営情報がリアルタイムに世界の生産拠点・販売拠点にＷｅｂで提供され、

ドリルダウン操作により、協力会社、担当者、部品など業務コントロールレベルでの情報検索が可能

であり、対応が立て易い。さらに月次レベルで在庫量、コストダウン推移、及び収益状況推移がわか

るようになっている。 

さらに世界標準を進めるＳＣＭシステムにとって定着化とデータ入力の正確性が重要であり、現

場での入力方法としてバーコードによる入力方式を採用する等運用に対する配慮がなされている。

またデータ入力の正確性をあげるためにその改善度を促すようフィードバック情報も提供している。 

このようにして日次レベルでワールドワイドベースの生産・販売・在庫（社内でＰＳＩ情報と呼ばれて

いる。）情報がリアルタイムで把握され、決算システムに近い形で報告が可能になり、迅速な検討と

対応策が立てられる。  

 

３．４ 経済性評価について 

３．４．１ 経 済性効果と評価  

ＳＣＭ生産システムの導入の目的は具体的な指標で、在庫の削減、リードタイムの削減、予測・計画精度の向

上、取引・物流コストの削減、間接人員の削減等とした。 

今回、経済性評

価を実証するにあた

り、在庫削減に注目

し、在庫月商比の

推移を調べる。 

次に重要な財務指

標であるキャッシュ

フローの推移とバリ

ュードライバーであ

る棚卸資産の関係

を調べる。インター

ネットの投資家情報

から連結決算デー

タを取り、分析・グラ

フ化したものが図３．

３である。改善の推

移は、棚卸資産に

関しては約１９％の

改善がみられる。 

船便の輸送期間、税関、ヤードの期間を平均約１ヶ月と見れば改善率は５０％と驚異的な効果

となる。またＦＣＦについては２０００年度対前年比減少しているが設備投資が６４Ｂ￥増加しており、

この金額を差し引いて考えると、ＦＣＦについても確実に寄与している。 

海外戦略を含む経営戦略・企業革新は経営者・利用部門・情報システムの提供部門の三者合

意形成による、管理指標達成を支援する情報システムの寄与による。世界標準化の方向性は業務

図 ３．３  在庫・ＦＣＦの推移 （連結ベース：インターネット情報の加工）  
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側にとって、管理項目と精度の標準化であり、情報システム側にとっては、同一システム導入はシス

テムの定着化、データ入力の正確性、システムそのものの品質向上につながる。したがって、ＣＩＯは

タイムリーに経営者、利用部門に対する報告とユーザー部門に対し、理解をより深める啓蒙活動を

継続しなければならない。経営者への報告及び社内啓蒙用資料の一部が図３．４である。効果に関

しては、ＥＲＰ導入後１０ヶ月で借入金がゼロとなり、他に次の効果の内容が報告されている。 

 

• 金利換算にして約３億円 

• 波及効果：製品・部品物量のスペース削減、受け払い作業性の向上と在庫精度の向上 

• 生産品種拡大にもかかわらず、現有体制で対応、管理系人員２３名の削減  
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図 ３．４ マレーシアのテレビ工場の効果推移   

 出典・入手） Ｓ社 ＩＴ戦略企画
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３．３  今後のシステムの方向性と経済性の追及  

 グローバル化とスピードに対応する、情報ネットワーク経営は生産システムの自社内の全体的最適化を追求

するだけでなく、販売流通ネットワーク、資材調達ネットワークの同業他社及び供給者との連携を強化してい

かなければならない。経済性の評価モデルは複雑性を増す。 

 

３．３．１  将来のネットワーク情報経営システム 

ネットワーク情報経営がグローバルに垂直統合の強化に進み、協力会社ネットワーク、販売物流ネットワークと

の結合されている。さらに水平的展開へ広がり、資材調達ネットワーク、競合他社とのＥＭＳ生産方式、生産

設備共同利用・ＯＥＭ供給、共通サービスパーツの最適配置と在庫方式の直接化へと進んでいくものと考え

られる。 

国内の販売物流ネットワークは販社の売上・在庫情報をメーカーと共有し、売れ筋商品の機会

損失、在庫量を最小にし、メーカー側は販社と協調の実売情報に基ずいた精度の高い、需要計画

に反映する。この需要計画は即座に協力会社はネットワークを通して生産準備態勢に入る。このよ

うにして販社・協力会社・メーカー３者はＷＩＮ・ＷＩＮの関係を構築する。 

消費者・購買者は欲しい商品を自分の希望に合わせた納期で手に入れることができる。加護野１

４）が指摘する商品・サービスの差別化に加えた事業システムの差別化戦略であり、他社が追随する

ためには時間を要するので競争優位の構造となり得る。 

最近の大企業の経営戦略を見ると、事業ドメインの見直しのよる、選択と資源の集中戦略から始

まり、競争と協調の戦略が特筆される。この特色は本業以外の事業分野に見られる。情報ネットワ

ークとして先進性、カバー領域の規模、情報セキュリティ等に代表されるネットワークの品質、対応

性、等が評価対象となり得る 

 

３．３．２ 経済性評価の追及 

グローバル化対応の情報ネットワーク経営は世界標準システムとリアルタイム経営を推し進める要件として重

要な役割を果たすことになる。全社的なＩＴ技術の活用は経営戦略に即した情報システム戦略対応を推し進

めることと情報システム部門内の開発・保守・運用の効率性・生産性に関する経済性の両面から追求していく

必要が大きくなる。 

ソニーの出井の指摘１２）は「ＩＴ活用は工場とホワイトカラーの二つの生産性向上が目的だが、日

本企業はまだほとんど効果を上げていない。組織や仕事の仕方を変えるという視点が抜けており、

企業全体の生産性が上がっていない。高コスト構造に慣れ、何を変革しなければならないかへの認

識が浅く米企業と競争力が依然開いている。」と指摘し、今後メーカー間の「競争と協調」そして中

国の市場と生産コスト力の競争構図の中でＩＴ活用戦略がキーとなると説いている。 

当社はＩＴ技術を高度に活用し、開発・運用の経済性効果を追及して行く為に本体側にＩＴ戦略

企画の機能を組織化すると同時に開発・運用機能を分離し、日本アイ・ビー・エムとの間でアウトソ

ーシングの合弁会社を昨年４月設立した。当戦略に見られるように、情報システム戦略は経済性の

追求に限らず、開発のスピード対応、先進技術の採用が競争戦略優位の要件となっている。
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 ４. 事例研究５： 顧客指向マーケティングシステムの経済性評価 

経営品質とはエンパワーされたワークフォース（社員＋パートナー）によって効果的・効率的に顧

客に満足していただき双方が新しいビジネス創造、ビジネススキームの開発・ロジスティックスの仕組

みつくりをすることである。顧客視点経営は長期的良好な関係と信頼関係に立ち、ビジネスを展開

するものであり、顧客満足度の指標が重点施策となっている。運用にはグループウエアＩＴ技術を活

用し、フィールドの情報共有化、ソリューションスキルの解決力の向上と改善を目的としている。 

今回、情報産業分野のソリューションプロバイダーの事例を取り上げ、顧客視点経営において顧

客との関係性強化がマーケティングの重要な課題であることを顧客満足度調査の分析結果から実

証する。そして顧客満足と経営効率の二面性を満たすＩＳの方向性として、ナレッジ化システムの経

済性評価について論及する。 

 

４．１顧客満足度調査の分析 

調査アンケートの構造は全社評価、部門評価（営業、ＳＥ、サービスＣＳ）及び各部門毎の活動内

容評価について５段階採点をいただいたものである。分析の目的として 

１）全社満足度評価はどの部門と強い相関性を持つか。 

２）各部門満足度評価は部門のどの活動内容と相関性が強いか。 

回帰分析による回帰係数と各評価の平均値との積を満足度の説明力と定義した。分析方法として

線形モデルを用い、二つの分析、①は全社満足度評価を従属変数、各部門の評価を説明変数と

し、②は各部門満足度評価を従属変数とし、部門の活動内容を説明変数とする。そして応答性、

線形性があり、各説明変数は独立であることを前提とした。 

 

４．２ 分析結果 

分析は有意性の検定と適合度決定係数８５％に達した結果を採用した。図４．１は全社評価と部

門評価の相関、図４．２は部門の評価と活動内容の相関を説明力としてグラフ化したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               

 Ａ １ ；     お 客  様  が  必  要  な と き 、 タ イ ム  リ ー  な 訪  問  

Ａ ２ ；     お 客  様  が  必  要  な と き 、 連  絡  が  取  れ  る 体  制
Ａ ３ ；     情  報  提  供  （ 業  界 ／  製  品  等  ） 

Ａ ４ ；     お 客  様  の  業  界  、 業  種  、 業  務  知  識  

Ａ ５ ；     提  案  力  

Ａ ６ ；     問  題  解  決  ・ ト ラ ブ ル  対  応   

 

説明力の部門相関は全社評価に対する部門別の順位は圧倒的に営業部門が強い。次いで電
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話の応対部門である。当部門は直接顧客と接点はないがトラブルの発生時、対応が丁寧、トラブル

の共有感、担当者への適切な連絡などが評価されている。嶋口１３）の「表層サービス」が満足度の

大きな要因となっている。 

ＣＳ部門及びＳＥ部門の評価はそれぞれトラブルの問題発生時の対応、システムの構築ならびに

開発という定義された仕事として相互認識のもとでの本質サービス１３）を重視している。 

活動プロセスの評価は営業，ＳＥ部門とも問題解決・トラブル対応が第一にランクされている。この

背景には肥大化したシステムと複雑なＩＴ技術を使ったシステムの運用・保守の困難さと、中小の企

業にとって十分なＩＴ技術者を確保することは経済的側面からも許されず、営業・ＳＥに依存している

状況である。 

第二番目の評価されている活動内容は情報提供や提案・助言が求められている。技術革新によ

る製品情報をはじめ、情報技術活用による新しいビジネスモデルの事例等に関心と興味を持ち、企

業内での企業革新、新しいビジネスモデルについて情報システム化を模索していることが伺える。 

 

 

  

   

                        

 

                                                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

顧客側のシステム企画、開発、運用の部門責任者は経営トップ、ユーザー部門、さらに取引先迄

の経営課題の解決に向けて注力し、一方コストは厳しい環境下にあり、ソリューション・プロバイダー

を単ななる売り手側というよりイコールパートナーと考え、営業をパイプとして強い関係性を形成して

いる。売り手側の営業と顧客側の責任者との間で交わされるやり取りを図示したものが嶋口１３）のワ

ークショップ型マーケティングに加筆したのが図４．３である。 

長期的信頼関係の上で双方が課題を定義し、協働とソリューションを求める。営業単独の力で解

決できない場合は社内の適役を探し、さらに自社のみで解決できないときは他社のソリューション、

スキル、パワーを協力会社に対して、組閣する。このような課題定義からソリューション満足域に到

達するマーケティングの形態がワークショップ型マーケティングと呼ばれている。また両者がこのソリュ

ーション域に到達すまでの期間であるがビジネスケースによって異なるが長いものになると数年を要

するケースもある。 

図４．３ 関係性パラダイム ワークショップ型マーケティングの展開 

ＳＰ側 顧客側 

トップ、生産 

販売部門 

上位者、ＳＥ部

門、サービス部門 

アプリケーション・認識ギャップ 

未知 未知 

既知既知 

ソリューション満足 

他社ソリ

ューション 

取引先 

出典） 嶋口『顧客満足型マーケティングの構図』ｐ２０７ トータルソリューションへの過程として、顧

客側ユーザー部門、ＳＰ側関連部門と外部先の取引先及び他社ソリューションプロバイダーを加筆 
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顧客満足度調査から当業種で関係性の強いマーケティング携帯であることを実証した。他の業

種に於いてもＢ２Ｂのビジネス形態は商取引先である顧客の事業構造、新要素技術の応用、新素

材による新しい用途開発と新商品開発、ロジスティックスのスキーム、顧客の商品販売先の満足度

域まで問題点を共有して解決する活動形態が考えられる。他社との差別化１４）となり、メーカー、流

通サービス業種に限らず、あらゆる業種業態においてこの傾向が強くなり、同業他社との競争優位

の戦略になると考えられる。 

 

４．３   顧客満足型マーケティングへのＩＴ活用 

満足度向上がビジネスの長期的成長の源泉であることを説明してきたが当業界の特徴として、顧

客は長期的良好な関係のもとでビジネスを拡大する優良顧客グループと潜在顧客から一般顧客の

グループに層別される。顧客満足型マーケティングを支援する情報システムはこの両グループ層を

カバーする必要がある。前者のグループ層対応の情報システムは営業日報システムをベースとする

もの、後者の情報システムはインタネットマーケティングシステムとして紹介する。 

 

４．３．１セールス・サービス活動 

第一線の営業、ＳＥ、サービス技術員が日常活動は顧客との問題の発見と共有、ソリューションへ

の共同作業、ビジネスのせめぎあいで有り、後方からの顧客開拓、支援である。ここで顧客の間で

満足度を満たすソリューション活動、企業側から見た効率的活動とは何かについて考え、図４．４の

ように三次元でソリューション力、マネジメント力、 

関係性力と定義する。 

第一軸は情報技術をベースとした確かな製品

知識、アプリケーション知識、他社事例紹介と顧

客での実現可能性、開発期間、工数などの要件

のソリューション力が必要である。次にマネジメント

力として開発、構築を進める社内スタッフの選定

と組織化、さらに他社のコアソリューションの技術

評価と選定、アライアンス組閣等の交渉力・マネ

ジメント力が要求される。三番目に関係性力の要

素は業界環境、顧客の経営環境、トップの意向、

経営改善に対する提言・助言、情報システム戦

略の妥当性、情報システムの計画全般への助言、

情報システム化投資に対する経済性評価等、高

度な知識と経験が必要である。 

この三つの次元で表される体積の大きさは顧客のソリューシ 

ョン満足度の評価と、ビジネスの規模に比例する。各部門の解決 

力を強化し、組織力を築くためには組織及び個人の学習と経験 

が必要である。社内研修の形式も必要であるが日々の活動を通して知識の練磨、生きた知識の情

報共有と横展開による営業日報ベースの情報システムの事例を紹介する。 

 

４．３．１ 営業日報システム 

顧客との日々の活動を営業日報（営業，ＳＥ、サービス部門とも第一線の活動報告書）と称する。

ソリューション力

マネ
ジメ
ント
力

関
係
性
力

 

図 ４．４ セールス・サービス活動 
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顧客の問題点とソリューションへの過程において、顧客の課題の定義、ソリューションの提案内容、

提案サービス、開発案件の進捗状況それに対する顧客の反応、新たに発生した問題点、今後の計

画と個人で解決することが難しく支援を仰ぐ内容の報告（図４．５営業日報システム）がされ、関連者、

上位者とネットを通じてコミュニケーションをすることが可能になる。この日報の発信によって情報伝

播、情報共有化が時系列的、組織横断的に次の連鎖反応が起こる。  

• 上位管理者及び関与者は顧客の反応、問題点、動き、提案状況、システム開発・システム導入

の進捗状況、問題点を即座に知ることができる。 

• 上位管理者は担当者の顧客での奮戦振りをリアルにイメージすることができ、過去の経験、他

顧客での参照事例等について、日報を通してアドバイスできる。 

• 他の部門（ＳＥ部門、カストマーサービス部門）は自部門のサービス提案ができないかポテンシャ

ルを推し量る。新しいアプリケーションが稼動すればトランザクションが増加し、システム資源としてハ

ードウエア、ネットワークの見直し、保守サービスの発生がないか、派生ビジネスの可能性を推し計る。

この一連のサイクルを連鎖ビジネスとして捉え、スパイラル的に顧客価値を創造・増殖させるものとし

て捉える。 

• 連鎖サービスを提案することは、システム全体の運用・保守の整合性の面から経済性効果を期

待することが出来る。 

 

 

 

• 日々の営業・サービス活動の写像が情報共有され、情報内容は関連部門、上位部門に伝達さ

れ、練磨され、知識レベルへと高度化されていく。そして一連の過程が融合され蓄積される。 

• 蓄積された情報共有データベースは営業日報だけでなく、顧客への提案実績、顧客管理デー

タベース（取引実績、顧客の業績、経営課題、関心分野等）、先進技術事例、成功事例、導入事

例、トラブル事例のデータベースとなり、イントラネットで効率的な情報活用がなされる。 

一方このような電子営業日報システムに盲目的に依存することは次のような落とし穴があり、十分

図４．５ ：営業日報システム － 顧 客 情 報 の 日 々 の 活 動 情 報 －  
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注意しなければならない。 

第一は第一線の動きが手にとるようにリアルタイム化されるが、日本的商慣習をわきまえ、レベル

バイレベルで直接、顧客を訪問し、真意に耳を傾ける事も大切である。 

次いで第一線の担当者と電子上のコメントを交わすことにより、コミュニケーションが十分できてい

ると錯覚を起す。顧客との厳しいせめぎあいの苦しみを分かち合い、激励し、直接の会話やスキンシ

ップが必要で、学習効果を増幅させることになる。山本五十六の「やって見せ、言って聞かせて、褒

めてやらねば人は動かず」という事である。 

また一般的に営業日報の“書く”というプロセスは大半が苦手である。顧客満足度の意義、論理

的思考、構造的記述方法に時間をかけて指導・学習させることが必要である。 

 

４．３．２  インターネットマーケティング 

顧客志向と経営効率の二つの条件を満たすマーケティングはインターネット技術を有効に活用

することである。情報システムはまず、顧客の層別管理を行い、不特定で多くの一般顧客、見込み

顧客への効率性、購買行動様式、さらにインタネット技術が持つ双方向性の特徴を生かす事が構

築の要素である。 

効率的、効果的に顧客との関係を支援するものであり、長期的な狙いはこのグループ層から優良

顧客層への醸成を促す事である。情報システム構築のステップは 

第一は顧客の層別管理は顧客の企業規模、財務情報、従業員数、アプリケーションの浸透度、

過去の取引実績、顧客内における自社のシェアー等を基準にし、見込み客、一般顧客、優良顧客

に層別する。 

第二に見込み顧客、一般顧客の開発・浸透のマスマーケティング手法は、ＤＭやインターネット

情報伝達（メールマガジン配信）、電話を利用し、新製品・サービスの案内、デモ、セミナーの勧誘

活動をする。見込み客から認知度を獲得し、単発的取引の一般顧客からは信頼関係を確立する。

顧客の反応、デモ、セミナーへの参加状況を分析し、さらに３つに分類する。①問題と解決方法は

顧客で定義し、単体製品レベルを要求している。②問題を定義しているが解決策の具体化・検討

段階でパートナーを選定しようとしている。③問題点の整理と解決法全体の支援を求めているか見

極めをする。効果的なＤＭ、ｅ－Ｍａｉｌ、インターネットのキャンペーン情報、電話訪問を行い、顧客

の継続購買と関心度を高める。①の顧客の対応は価格、取引条件、納期等製品中心の情報を提

示し、選択し易いようにする。②の顧客はソリューションの整理と確認を行う。③番目の顧客へは直

接訪問をし、顧客状況と問題共有の可能性を確認行い、優良顧客に導く。この一連のサイクルを

繰り返し、顧客との問題共有とソリューションを通して関係性を強め、満足域ワークショップ型タイプ

の顧客に醸成する。 

 

４．４   今後の情報システムの方向と経済性評価 

ＩＴ経済社会になり、情報の主権が市場にシフトした。今後のマーケティングは良好な関係性の確

保と効率化の二つの条件が課題である。ここでは関係性強化の橋渡しをする、営業日報が情報共

有され、さらにナレッジ化され、組織や企業の知的装備を高揚させる展望とその経済性評価につい

て論ずる。 

 

４．４．１ 情報共有からナレッジマネジメント 

当事例の営業日報では一連のサービス活動の内容をすべて計数的に把握することが難しく、内
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外への報告形式をとることが多い。この報告内容の記録がテキスト文書として蓄積され、情報共有

がなされているが有効活用に至っていない。情報技術の面からは膨大なドキュメントファイルの中か

ら有益な情報を素早く・確実に抽出する技術が紹介されており、今後情報共有からナレッジマネジ

メント化の方向に進むと考えられる。 

野中１５）らは数値情報を活用する発展から情報化が進化した段階では製品を媒介とする問題解決

やサービス、価値のある情報提供が市場の価値に移行しつつあると指摘している。 

人々や組織が作り出す知識、知

的な資産が価値の源泉であるとして

いる。組織的知識資産活用は価値

を生み出すナレッジワーカー、知識

資産の活用によって個性的に働く、

そして情報と情報技術によって新し

い知識として融合する。その過程を

図示したものが図４．８でナレッジマ

ネジメントから知識経営の進化を表し

たものである。 

情報蓄積・活用の段階では日々の

活動内容、提案書、内外に発信した

報告書、顧客クレーム等情報として蓄

積され、類似ケースの問題解決に参

考として、また直接的に活用される。

第２段階では企業内に蓄積された知

識資産を活用してナレッジ問題を解

決し、効果を追及する。具体的には過

去のノウハウを再利用した生産性向

上、成功ノウハウを他部門に移植する、

部門横断・外部ネットワークを介して

共同で問題解決・知識創造を行うな

どである。 

第３段階では知識創造と知識資産をダイナミックに連携させ知識ベースで事業展開を図る。業務

プロセスにそって、知識ベースを提供し、生産性を向上させプロセスで創出・再活用された知識を

資産として整備する、知識と製品・ソリューション・サービスを組み合わせ（融合）、知識としての新た

な複合商品とする。 

このステップの中のプロセスが知識創造を育み、進展が進み知識経営となる。現在の情報技術が

すべてのプロセスをカバーできるレベルには至っていないが、人間系と相互補完の形で知識創造プ

ロセスをシステム化し、顧客へ高い知的価値提案をすることは可能といえる。 

 

４．４．２ 経済性評価 

顧客志向、顧客満足型の情報システム、定性的な効果として市場・顧客の信頼度、ブランド力の

向上、企業側内部の生産性・効率化を上げている。また野中１５）らはナレッジマネジメントの効果とし

て次の項目を挙げている。 

情報蓄積・活用 

知識共有・活用 

知識ベース事

ノウハウ、アイディアのディレクトリー 

顧客とマーケティングティーム 

図４．８ ナレッジマネジメント  

出典） 野中ら『知識経営のすすめ』 Ｐ５６ Ｐ９７を合成 



 31 

• 生産性・コスト削減効果 

  －過去のノウハウ、共通ノウハウを再利用した生産性向上 

  －成功ノウハウを他部門に移植することで重複回避、技能向上 

• アセット効果 

  －知識資産から収益を創造するためのポートフォリオ 

  －企業価値を高めるための知識資産活用 

• 顧客価値効果 

  －顧客との知識共有による成長基盤の形成 

  －顧客の有する知識の活用 

• イノベーション効果 

  －部門横断・外部ネットワークウィ介して共同で問題解決・知識創造 

  －イノベーション、新製品開発、新サービス開発プロセスにおける知識創造促進 

  －知識と製品・サービスの組み合わせ、融合による新規事業領域の開拓 

この効果を着実に挙げていく為には合意形成のモデルによる経済性評価の管理指標と同じよう

に投資対象を明確化、具体的なナレッジ問題の項目別に対応、効果の測定尺度を議論の上、設

定、モデルで捉えた指標などでフォローすることを指摘している。 

企業価値・事業基盤の評価として従来の財務的資産に加え、市場・顧客資産、人的資産、組織

資産の議論があるが各々に共通項である知識資産に焦点を当てた経営の必要がある。経済性評

価の不可能領域で触れたように、企業外の利害関係者への情報提供、企業内外の区別が難しい、

コーポレートガバナンス、コンプライアンス、さらにセキュリティのシステムがある。このような情報システ

ムは企業価値である、ブランド力に影響を与える。さらに人的資源である、個人の動機付け、モラー

ル向上に関する人事制度・報酬制度に関連させていく課題と個人固有のノウハウ、スキルの継承・

蓄積をいかにシステム化するかが課題である。ＩＳの経済性評価はこれらの諸点と戦略的な局面の

認識を持って判断していかなければならない。 

 

５．終りに 

本稿では情報システムの進化と投資の経済性評価の困難性を整理し、背景にはＩＴ経済社会の

システムの複雑化・肥大化とシステムに関与する人口の増大があることを述べた。もはやすべての適

用分野について、経済性工学手法によって経済性評価を測定することは不可能であるが、経営者、

ユーザー部門の利用側、情報システム部門の提供側 3 者が経営課題の管理目標と情報システム

の目的を合意する、合意形成の上にたち、ビジネス上の管理指標値、ＫＰＩ達成を評価・管理するこ

とで経済性評価は可能であることを検証した。 

特に中堅中小企業では、第１に経営者自らが経営課題と情報システムの利用に強く関与するこ

と。第２に経営理念または戦略を企業組織に浸透させる命題、例えば顧客の視点経営などを反映

した情報システムに徹底すること。目的を絞り、徹底的に評価・改善を追求することで情報システム

が評価されることが明確となった。 

海外戦略を展開する大企業のＳＣＭ生産システムの事例では世界標準のオペレーションによる、

生産、販売、在庫情報のリアルタイム把握が管理指標のコントロールにつながり、リアルタイムに情

報支援することによって、各管理指標の達成がなされ、在庫削減となり、結果としてキャッシュフロー

改善の業績に寄与している。経営者、提供側、利用側の合意形成を調整・制御するＣＩＯは積極的
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に経営に参加し、情報化の優先順位、ユーザー部門の調整、社内外の声に耳を傾けるべきであ

る。 

最後の事例、顧客満足度型マーケティングシステムでは顧客情報の共有化が蓄積され、裏付け

となる情報と融合されてビジネスレポートに発展し、経験と暗黙知が重畳されて知的価値創造の源

泉となるが現時点で、経済性評価を測定することは難しい。 

世界経済のグローバルな動きは新しいＩＴ経済社会を形成しつつある。需要側が価格情報、製品

情報、マーケット情報などの様々な情報を等しく即座に入手できるようになり、情報の主権が供給側

から需要側に移行している。その結果、情報格差を利用して利益をあげるということは難しくなり、商

品・サービスの価格がもっとも安いところに収束する「コモディティ化現象」が発生する。コモディティ

化の結果、自社の強みがある分野で付加価値を挙げる以外に利益をあげる方法はなくなりつつあ

る。選択と集中の経営戦略において、コア・コンピタンスを持っている企業がオープンにネットワーク

を組み、提携をしながら、顧客に対してトータルなソリューション/サービスを提供していくことが重要

である。 

経営戦略は限りないコスト命題、成長命題、オンリー・ワンの差別化、リアルタイムコントロールとマ

ネジメントプロセス、そして組織資産、知識資産を含むリソースマネジメントの分野の中から選択され

る。選択された戦略に即して、情報システム戦略が立案され、市場、企業の内外、既存システムの

情報ネットワークが有機的に形成されていく。このような展望の中で情報システムの経済性評価は

次のように考えるべきであろう。 

 

第１に戦略的なＩＴ投資であることの認識をすること。 

第２はＩＴ投資管理として、提供側：情報システム部門と利用側：ユーザー部門共同責任の投資

対象とすること。 

第３はＩＴ技術論から脱皮し、経営戦略遂行に即したＩＴ企画管理機能を強化し、情報システム戦

略を立案・実行・評価すること。    などがある。 
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